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１.　目的と背景
本稿は、日本社会に存在する「国際交流とは
目の青い金髪の白人とするものである」という
イメージの妥当性を実証的に検証することを目
的とする。近代の日本が西欧ならびに米国と密
接な関係を持ち、技術と文化の導入を通じて、
世界政治において有利な位置を確保してきたと
いう事実を踏まえると、このようなイメージの
存在そのものは、ある意味で当然の帰結であ
る。しかしこのイメージは、近現代日本におけ
る国際交流の重要な一側面を反映しているもの
の、これと同等に重要なもう一つの側面は映し
出されていない。すなわち、資源と米国以外の
市場を確保するためにアジアの諸国・地域との
交流も行ったことを反映していない。日本の西
端に位置するという地理的な特性ならびに近世
以来の歴史的経緯をも考慮に入れると、九州に
とって、上述のような世界認識を整理すること
の必要性は、日本の他の地域の場合よりもさら
に大きいと言える。
現代の日本、特に現代の九州にとっての国際
交流の実態を調べるにあたり、本稿ではヒトの
流れに着目する。グローバル化と地域化が進行
する現代において、国境を超える流れとして規
模が大きいものは、カネであり、電子化された
データであり、さらには貿易の対象となる商品
である。これらに比べると、国境を超えるヒト
の流れは相対的に小さい１）。しかし、分量とし
ては小さくとも、自分たちの暮らす社会に外国
のヒトが訪れたり、ときには暮らしたりするこ
との経済的・社会的・政治的影響は大きい。例
えば私たちは、「メイド・イン・XX」と記載さ
れた製品を身に付けたり、使用したり、あるい
は食べたりする際に抵抗感を覚えることは比較
的に少ない。しかし、ヒトの国際移動が移住者
本人と受け入れる社会の双方に大きな影響をも
たらすことは、例えばインバウンド観光客を受
け入れる際にどのような苦労が伴うかを思い返
したり、あるいは２００６年９月にフィリピンと日
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要　約
現代の日本人、とくに九州に暮らす我々にとっての国際交流の相手は、どこの国・地域から来ている
ことが多いのかを実証的に示すことが、本稿の目的である。このため本稿では、１９６０年から２００５年まで
の間に九州の各港に上陸した外国人のうち、出身国・地域が韓国・北朝鮮、中国（台湾、香港等を含む）
および米国であるものが何人いたかについて、入国管理統計を基にして集計した。その結果、最も多い
のは韓国･北朝鮮、次いで中国であり、米国はこの三者の中では最も少ないことが明らかになった。この
ことは、現代日本における国際交流の相手は誰なのかをイメージする際には、日本社会に存在するある
種の先入観にとらわれず、より現実的にとらえる必要があることを示している。
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する合意の後の両国内の反応を考えたりするだ
けでも、理解できよう。
こうした観点から、上述のイメージを無批判
に受け入れる代わりに、実際に来訪した人数と
いう観点から見た場合に、九州に取って縁の深
い外国はどこか、そしてその背景にはどのよう
な要因があったかを探ることが、本稿の目的で
ある。調査対象国・地域は、現代の日本に関係
の深い米国、朝鮮半島、ならびに中国とする。
また調査の期間は、日本の戦後の基本的枠組み
が定着した１９６０年（中村［２００５：１０１１］）か
ら、直近の２００５年までとする。
２.　調査内容
インバウンド観光を、九州をめぐる国際人口
移動の一形態ととらえたうえで、その推移を俯
瞰するためには、インバウンド観光客の統計を
調べることが本来であろう。この目的に沿う統
計は外客統計であると考えられるが、本稿は次
に述べる理由により、入国管理統計を調査し
た。
　『外客統計年報』
同年報は、筆者が調査しえた限りでは、昭和
２２年版から昭和５７年版までが出版されている２）。
このうち、昭和３２年から昭和４１年までの年報を
まず調査したところ、同年報は次の特徴を有す
ることが分かった。
ａ．記載されている観光客数は、観光行政な
らびに観光事業の観点からは正確度が高い
こと。すなわち、同年報では「入国外客」
数を、入国管理局のデータを基礎としつつ
も、次のように計算している。
　　　　入国外客数＝通過観光客＋滞在客＋一
時上陸客（運輸省観光局 ［１９６６：２４］）
ｂ．同年報にはさまざまなデータの集計結果
が報告されているが、その中でも「主要国
籍別目的別入国外客数」ならびに「上陸地
別入国外客数」（特に後者）が、当論文の
研究目的に極めて近いデータを含む。
しかしながら、「上陸地別入国外客数」から
は、佐世保や長崎などの海港・空港から入国し
た観光客が何名あったかは分かるものの、それ
らの観光客の国別の内訳の記載はない。つま
り、本稿の目的に沿っていえば、韓国・北朝鮮、
中国、米国のそれぞれからの観光客が、九州各
地に何年にどれだけ上陸したかを把握できない
という問題がある。
　『出入国管理統計年報』
一方、当初の目的からするならば完璧とは言
えないものの、次のことがらを踏まえて、本稿
では『出入国管理統計年報』記載のデータを集
計した。
ａ．『外客統計年報』に比べると、定義上誤差
が含まれる。
ｂ．しかし、入国者の国籍別が上陸地ごとに
記載されている。加えて、１９６０年から２００５
年までの、継続したデータが記載されてい
る。具体的には、同年報の「港別　入国外
国人の国籍」を調査・集計した。
なお、この調査の対象とした港（上陸地）は、
年報の記載順に次の通りである：
関門（下関）、宇部、徳山下松、萩、三田
尻 中関、岩国、岩国（空港）、山口宇部
（空港）、福岡（空港）、博多、唐津、長崎、
佐世保、厳原、比田勝、大分、伊万里、熊
本（空港）、長崎（空港）、大分（空港）、
関門（門司）、苅田、北九州（空港）、鹿児
島、鹿児島（空港）、油津、山川、志布志、
喜入、宮崎（空港）、佐賀（空港）。
３.　調査結果
調査結果は、表１ならびに図１に示す通りで
ある。これらから読み取れることを列挙する。
　　九州への正規入国者の中に占める割合
は、「韓国＋北朝鮮」と「中国」が多く、
米国の比率は相対的に小さい。
　　「韓国＋北朝鮮」からの入国者数と「中
国」からの入国者数は、本稿の調査期間中
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はいずれも増加傾向にある。米国からの入
国者数の増加は緩やかである。
　　「韓国＋北朝鮮」からの入国の増加は１９６５
年以降に始まっている。この年は、日韓基
本協定が締結された年である。一方「中国」
からの入国の増加が始まったのは１９７９年以
降である。同年には日中文化交流協定が調
印された。
　　１９８５年に「中国」からの入国が増加した
理由は未詳である。ちなみに１９８４年には中
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表１　港別正規入国者の国籍
424140393837Ｓ36昭和／平成
1967196619651964196319621961西暦
7,2005,6202,9793,0132,4032,1572,833韓国＋北朝鮮
1,0288172,2082,0452,1701,6011,593中国＋台湾＋香港＋その他中国
4,2792,95434026317016172米国
49484746454443昭和／平成
1974197319721971197019691968西暦
19,56618,74812,97911,75111,22310,7469,097韓国＋北朝鮮
2,6782,5442,9842,4762,5051,135993中国＋台湾＋香港＋その他中国
4,2284,0084,9866,1316,4785,2855,208米国
56555453525150昭和／平成
1981198019791978197719761975西暦
44,39037,42233,32233,78525,64922,14519,241韓国＋北朝鮮
49,31739,95420,2546,5157,1244,5783,748中国＋台湾＋香港＋その他中国
3,9343,8614,2814,2584,5294,8766,588米国
63626160595857昭和／平成
1988198719861985198419831982西暦
61,04743,83535,75639,89441,94841,48147,606韓国＋北朝鮮
60,92758,93849,90573,96057,29055,94545,575中国＋台湾＋香港＋その他中国
6,12012,7219,5827,9628,5938,4205,171米国
765432Ｈ1昭和／平成
1995199419931992199119901989西暦
181,474195,070169,059180,701171,825139,609106,183韓国＋北朝鮮
92,65682,78477,28190,53881,04584,69181,015中国＋台湾＋香港＋その他中国
16,40213,84412,2819,0137,0326,0417,547米国
141312111098昭和／平成
2002200120001999199819971996西暦
311,600268,363250,334200,013127,448220,153220,360韓国＋北朝鮮
116,287106,752111,271105,117128,919140,212121,995中国＋台湾＋香港＋その他中国
14,08615,40514,17419,30517,17816,94918,274米国
171615昭和／平成
200520042003西暦
452,729405,818359,148韓国＋北朝鮮
155,479142,94396,415中国＋台湾＋香港＋その他中国
21,97115,04811,475米国
（出典：法務大臣官房司法法制調査部 1966  2006）
曽根首相が中国を訪問し、１９８５年には在長
崎ならびに在福岡中国総領事館が開設され
ている。
　　１９８０年代には、「中国」からの入国者が、
「韓国＋北朝鮮」からの入国よりも多い年が
続いたが、１９８８年以降はこの順序が逆転し
た。なおこの年には、慮泰愚政権が発足
し、ソウルオリンピックが開催された。
　　「韓国＋北朝鮮」からの入国者数が１９９８年
に急落し、翌年には回復している。アジア
金融危機が発生したとともに、小渕首相と
金大中大統領の日韓首脳会談が行われた時
期である。
４.　調査結果の意義と今後の研究
表１と図１が示していることは、過去４０年あ
まりの間に九州を訪れた「外国人」とは、実態
としては韓国・朝鮮人ならびに中国人が圧倒的
に多いということである。換言するならば、図
１における「韓国＋北朝鮮」、「中国＋台湾＋香
港＋その他中国」の右肩上がりの傾向は、北東
アジアと九州との関係の深まりが、人的交流の
側面においても、冷戦期後半から深まってきた
ことを示している。
現代の九州における国際交流の相手として最
も多いのが、実は近隣諸国出身であるというこ
とは、我々が行う国際交流において、相手と自
分のみかけが似ている（しかし考え方や習慣に
おいて異なるところがある）場合がしばしばあ
るということを意味する。このような状況が存
在するということを意外に思う人もあるだろう
が、筆者にはむしろ得心がいくことである。筆
者はかつて、複数の白人の学生の会話の様子を
見ていて、当初は英国人どうしの会話かと思っ
たが、実はどうも違うらしいと気がついたこと
がある。片方の学生の英語にアクセントがある
（つまり欧州から英国への留学生）こと、一方で
英国人の学生も若干緊張しながら話しているの
を見て、「これも国際交流なのだ、むしろこのよ
うな形態の方が多いのだ」と実感させられたこ
とがある。本稿が明らかにした、現代の九州へ
の入国者数の実態に関する現実的な認識は、イ
ンバウンド観光という「内なる国際化」を九州
において推進していくうえで重要な、現代の九
州と近隣諸国・地域との関係がどのようであっ
たか、ならびにその関係がどのように変化しつ
つあるかを把握することに役立つことが期待さ
れる。
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図１　九州への正規入国者数　１９６１  ２００５
なお、調査結果の分析として本稿執筆までに
行いえたものはごく限られている。今後、少な
くとも次のことがらについての分析を行いた
い。
　日本全体と九州の比較、とりわけ東京
圏、愛知圏、関西圏と九州の比較。
　九州七県どうしの比較。本稿を執筆する
ための調査の過程で、九州の中でも県ごと
に入国者の国籍に傾向がありそうであると
の印象を受けたので、更なる調査と確認を
行いたい。もしそうした傾向が確かめられ
た場合、各県の歴史的経緯（朝鮮と対馬藩
の関係、中国ならびに琉球王国と薩摩藩の
関係）を考慮に入れるならば、ある意味で
当然のこと（「黄海海域」や「東シナ海海
域」（濱下［１９９９：２６］）のネットワークの
再構築？）が起きていると言える可能性も
考えられる。
付　記
当論文は、国際観光学科共同研究「長崎をめ
ぐる国際観光と国際人口移動の近代史に関する
基礎的研究」（平成１７～１８年度）の成果の一部
である。上に記した、今後の研究課題に関する
分析ならびに必要な追加調査を進めていく所存
である。 
注
１）例えば，外国直接投資は１９６０年から１９９５年まで
の間に３９倍，非居住者が保有する預金額は１９６０年
から１９９５年までの間に３９０倍，それぞれ増加して
いる（Scholte［２００１：５２３］）．一方，国際的な移
住者の数の増加は，１９６５年から１９８５年までの間に
１.３８倍（２倍以下）であった（World Bank［１９９５：
６５］）．
２）これ以降は，国際観光振興会ならびに国際観光
振興機構が作成していると考えられるが，本稿執
筆までに確認が間に合わなかった．今後の課題の
一つとしたい．
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